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ライアン下院議長が引退を表明、岐路に立つ米国の福祉改革と財政健全化 

【要旨】 
 

 
 

 今週（4月 9日～13日）は財政関連の出来事が相次いだが、財政健全化の鍵となる

福祉改革に向けた動きも、トランプ大統領と共和党の双方でみられた。具体的に

は、トランプ大統領が 4 月 10 日、連邦政府支援プログラムの見直しを求める大統

領令に署名したほか、下院共和党が 4 月 12 日、所謂フードスタンプ制度（低所得

層向け食料費補助、SNAP）の勤労要件を強める法案を発表している。 

 ここでの福祉改革とは、公的年金や公的医療保険、公的扶助制度等を、持続可能で

効果的な制度へ変えることを指すが、共和党にとって福祉改革は財政健全化の重要

な手段と位置づけられている。この点について、民主党上院トップのシューマー議

員は、「共和党は常に、まず減税等で財政赤字を膨らませ、その後に、公的年金や

公的医療保険を削減するための言い訳に財政赤字を使う」と批判している。 

 財政見通しの悪化で共和党が愈々福祉改革と財政健全化に取り組むのかと思われた

矢先、それらを最も積極的に主張していたライアン下院議長が、今年 11 月の中間

選挙に出馬せず、来年 1月の任期をもって議員を辞めることを今週発表した。引退

の背景については様々な見方があるが、福祉改革と財政健全化の実現が当面は困難

と判断したことも一因となっているようだ。ライアン議長は引退を表明した際に、

実績として「税制改革」と「向こう 2年間の軍事費の引き上げ」の 2点を指摘した

ものの、引退までの残りの期間に福祉改革や財政健全化に注力するとの発言は無か

った。 

 足元は、景気が良好であるにも関わらず財政が拡張されつつあり、少なくとも米国

では過去にみられなかった異例な状況となっている。財政の持続可能性が疑問視さ

れれば、過度な金利上昇に繋がり、経済成長を抑制するリスクも否定はできない。

トランプ大統領と共和党が福祉改革と財政健全化にどの程度取り組むのか、当面の

注目点である。 
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今週は財政関連の出来事が相次ぐ 

今週（4 月 9 日～13 日）は、財政関連の出来事が相次いだ。具体的には、①「議会予算局

（CBO）が最新の財政見通しを発表した」、②「下院で、連邦政府に均衡財政を義務付ける

憲法修正案が採決され、否決された」、③「3 月 23 日に成立した 1.3 兆ドルの歳出法案につ

いて、トランプ大統領が歳出の一部縮小を求める可能性が出てきた」、④「財政健全化の鍵

となる福祉改革に向けた動きが、トランプ大統領と共和党の双方でみられた」である。 

 

議会予算局は最新の財政見通しを発表 

上記①の議会予算局が発表した財政見通しは、昨年末に成立した「税制改革」と、今年 2

月に成立した「向こう 2 年間の予算関連法案（歳出引き上げ）」を踏まえた内容となってい

る（注 1）。 

議会予算局によれば、歳出は、現 2018 会計年度（2017 年 10 月～2018 年 9 月）の 4 兆

1,420億ドルから、10年後の 2028会計年度に 7兆 460億ドルとなり、2兆 9,040億ドル増加す

る（注 2）。歳入は、2018会計年度の 3兆 3,380億ドルから、2028会計年度には 5兆 5,200億ド

ルとなり、2兆 1,820億ドル増加する。この結果、財政収支は、2018会計年度の 8,040億ドル

の赤字から、赤字幅が段階的に更に拡大し、2028 会計年度には 1 兆 5,260 億ドルの赤字とな

る。公的債務残高は、2018 会計年度の 15兆 6,880 億ドルから 2028会計年度には 28 兆 6,710

億ドルとなり、12 兆 9,830 億ドル増加すると見込まれているが、このうち「税制改革」と

「向こう 2 年間の歳出引き上げ」による分は 2.7 兆ドル程度である。債務拡大の大部分は

「税制改革」と「向こう 2 年間の歳出引き上げ」以外の要因によってもたらされる点には留

意が必要である。 

名目 GDP 比でみると、歳出は、2018 会計年度の 20.6％から、2028 会計年度に 23.6％へ上

昇し、歳入は、2018会計年度の 16.6％から、2028会計年度に 18.5％へ小幅上昇し、財政収支

は、2018 会計年度の▲4.0％から、2028 会計年度に▲5.1％へ悪化する（第 1 図）。公的債務

残高は、2018会計年度の 78.0％から、2028会計年度に 96.2％となり、第二次世界大戦前後以

来の高水準となる（第 2図）。 

（注 1）2月 9日、2018会計年度と 2019会計年度の包括的な予算関連法案が成立し、向こう 2年間の裁量的支出が既に

定められていた金額に比べて 3,000億ドル増額されることになった。この合意に基づき、3月 23日に 2018会計年

度の裁量的支出を 1.3兆ドルとする歳出法案が成立した。 

（注 2）ここで記載の金額は、10億ドル未満を四捨五入した数値。 
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下院では均衡財政を義務付ける憲法修正案が採決されるも、否決 

上記②だが、4 月 12 日、州政府の多くと同様に連邦政府にも均衡財政を義務付ける憲法修

正案が下院で採決された。憲法修正案の可決には 3 分の 2 の賛成が必要だったが、民主党議

員の大多数が反対し賛成 233：反対 184 で否決されている（注 3）。修正案を提出した共和党は、

否決されることは承知の上で、中間選挙を控えるなか有権者に対して財政規律重視の姿勢を

アピールしたかったものと捉えられる。 

上記③について、トランプ大統領は『rescission（撤回）』と呼ばれる手法を用いて、3 月

23 日に署名した歳出法案（2018 会計年度、1.3 兆ドル）の一部縮小を議会に求める模様だ。

そもそもトランプ大統領は、本歳出法案を拒否する姿勢を一度は示した後に已むなく署名し

た経緯があり、内容が民主党に配慮し過ぎているとの不満があるようだ。もっとも、一旦決

まった歳出を取り止めることは現実的には難しく、仮に歳出の縮小を求める場合でも小幅に

止まる公算が大きい。 

（注 3）憲法の修正には、上下両院の 3分の 2の賛成と、4分の 3の州の批准が必要となる。 

 

トランプ大統領と共和党は福祉改革に向けて一歩踏み出す 

上記④の福祉改革に向けた動きだが、具体的には、トランプ大統領が 4月 10日、連邦政府

支援プログラムの見直しを求める大統領令に署名したほか、下院共和党が 4月 12日、所謂フ

ードスタンプ制度（低所得層向け食料費補助、SNAP）の勤労要件を強める法案を発表してい

る（注 4）。 

ここでの福祉改革（welfare reform）とは、公的年金や公的医療保険、公的扶助制度等を、

持続可能で効果的な制度へ変えることを指すが、共和党にとって福祉改革は財政健全化の重

要な手段と位置づけられている。この点について、民主党上院トップのシューマー議員は、

「共和党は常に、まず減税等で財政赤字を膨らませ、その後に、公的年金や公的医療保険を
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削減するための言い訳に財政赤字を使う」と批判している。 

米国の歳出は「裁量的支出」、「義務的支出」、「利払い」に大別されるが、高齢化の進

展等を受けて公的年金や公的医療保険等から成る「義務的支出」の増加ペースが近年速く、

先行きも財政を一段と圧迫する見通しである（第 3図）（注 5）。 

（注 4）下院共和党の法案は、勤労要件を強めるほか、職を見付けられない場合には州政府による職業訓練を強化する

内容である。 

（注 5）「裁量的支出」とは、歳出予算法を毎年制定し決定する支出のことであり、「義務的支出」は、支出の権限を

与える法律が成立すれば、その後は自動的に認められる支出のことである。「義務的支出」に含まれる公的医療

保険としては、「メディケア（高齢者向け公的医療保険）」や「メディケイド（低所得者向け公的医療保険）」

等が挙げられる。  

 

 

 

共和党が福祉改革と財政健全化にどの程度取り組むのか、当面の注目点 

このように、財政見通しの悪化で共和党が愈々福祉改革と財政健全化に取り組むのかと思

われた矢先、それらを最も積極的に主張していたライアン下院議長が、今年 11月の中間選挙

に出馬せず、来年 1 月の任期をもって議員を辞めることを今週発表した。引退の背景につい

ては様々な見方があるが、福祉改革と財政健全化の実現が当面は困難と判断したことも一因

となっているようだ。ライアン議長は引退を表明した際に、実績として「税制改革」と「向

こう 2 年間の軍事費の引き上げ」の 2 点を指摘したものの、引退までの残りの期間に福祉改

革や財政健全化に注力するとの発言は無かった。 

足元は、景気が良好であるにも関わらず財政が拡張されつつあり、少なくとも米国では過

去にみられなかった異例な状況となっている（第 4 図）。財政の持続可能性が疑問視されれ

ば、過度な金利上昇に繋がり、経済成長を抑制するリスクも否定はできない。トランプ大統

領と共和党が福祉改革と財政健全化にどの程度取り組むのか、当面の注目点である。 
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（2018年 4月 13日 栗原 浩史 hikurihara@us.mufg.jp） 
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